
鳥取県外来対応医療機関等設備整備事業補助金交付要綱の一部改正 

 

鳥取県外来対応医療機関等設備整備事業補助金交付要綱の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

別表（第３条関係） 

１ 補 助 事

業 

略 ４補助対象経

費 

略 ６補助限

度額 

外 来 対 応

医 療 機 関

設 備 整 備

事業 

（ 令 和 ５

年 度 新 型

コ ロ ナ ウ

イ ル ス 感

染 症 緊 急

包 括 支 援

事業（医療

分）実施要

綱（令和５

年 ５ 月 ８

日 付 医 政

発 0508 第

12 号 厚 生

労 働 省 医

政 局 長 ほ

か通知）の

別 紙 の ３

（４）の事

業 を い

う。） 

略 外来対応医療

機関の設置に

必要な設備整

備に要する経

費 

（令和５年４

月１日から同

年９月30日ま

で） 

略 

（令和５年10

月１日から令

和６年３月31

日まで） 

(１)HEPAフィ

ルター付き

空気清浄機

（陰圧対応

可能なもの

に限る） 

(２)HEPAフィ

ルター付き

パーテーシ

ョン 

(３)個人防護

具（マスク、

ゴーグル、ガ

ウン、グロー

ブ、キャッ

プ、フェイス

シールド） 

(４)簡易ベッ

ド 

(５)簡易診療

室及び付帯

する備品 

略 １施設当

たり 

2,000,00

0円（令和

５年10月

１日から

令和６年

３月31日

までの個

人防護具

分 を 除

く）とし、

設備種別

ごとに次

の額を上

限 と す

る。 

略 

(３)個人

防護具 

3,600 円

×知事が

必要と認

めた人数

分（医療

機関の職

員数に発

熱患者等

の診察日

数を乗じ

た延べ人

数を上限

とする） 

略 

別表（第３条関係） 

１ 補 助 事

業 

略 ４補助対象経

費 

略 ６補助限

度額 

外 来 対 応

医 療 機 関

設 備 整 備

事業 

（ 令 和 ５

年 度 新 型

コ ロ ナ ウ

イ ル ス 感

染 症 緊 急

包 括 支 援

事業（医療

分）実施要

綱（令和５

年 ５ 月 ８

日 付 医 政

発 0508 第

12 号 厚 生

労 働 省 医

政 局 長 ほ

か通知）の

別 紙 の ３

（４）の事

業 を い

う。） 

略 外来対応医療

機関の設置に

必要な設備整

備に要する経

費 

 

 

 

 

略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 １施設当

たり 

2,000,00

0円とし、

設備種別

ごとに次

の額を上

限 と す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 

(３)個人

防護具 

3,600 円

×知事が

必要と認

めた人数

分（医療

機関の職

員数を上

限 と す

る） 

 

 

 

 

略 



ただし、令和２

年度から令和

４年度まで又

は令和５年４

月１日から同

年９月30日ま

でに本事業（令

和２年度から

令和４年度ま

では鳥取県新

型コロナウイ

ルス感染症医

療体制充実等

補助金（帰国者

・接触者外来等

設 備 整 備 事

業））による補

助を受けた医

療機関におい

ては、上記（３）

個人防護具以

外は補助対象

外とする。ま

た、（３）個人

防護具の補助

対象期間は「新

型コロナウイ

ルス感染症の

令和５年10月

以降の医療提

供体制の移行

及び公費支援

の具体的内容

について」（令

和５年９月15

日付厚生労働

省新型コロナ

ウイルス感染

症対策推進本

部事務連絡）で

定める病床確

保の対象期間

に限るものと

する。 
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略 
 

  

 

附 則 

この要綱は、令和５年 10 月５日から施行し、令和５年 10 月１日実施事業について適用する。 

 


